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〇 ワクチン接種が進む中で、感染性の強いデルタ株が主流となったこともあり、感染者数が急増し
た。重症者に比べて軽症者や中等症者が増加する中で医療逼迫が生じ、自宅療養者数も増
加した。

〇 したがって、緊急事態措置等の解除について考える際には、新規陽性者数の動向はもとより考
慮するとしても、今まで以上に医療逼迫の状況を重視していく必要がある。

〇 なお、この医療逼迫の度合いはワクチンの重症化予防による効果が影響する。
〇 医療の逼迫を判断する際には、
（１）新型コロナウイルス感染症医療への負荷 （２）一般医療への負荷
の2つの側面から考える必要がある。

〇 なお、緊急事態措置の解除を考える際には、様々な指標を総合的に検討して判断する必要が
ある。

〇 また、当該地域の自治体や地域の専門家の意向も考慮する必要がある。
〇 さらに、人々の活動が活発になり、ワクチンの感染予防効果にも限界があることから、解除後の
感染再拡大に備えて慎重に判断する必要がある。なお、地域の状況によっては、まん延防止等
重点措置の適用なども考えられる。

〇 ワクチンが希望するほとんどの国民に届く時期に向けて、変異株の状況やワクチンの有効性など
の知見も踏まえつつ、ステージについての新たな考え方を出来るだけ早い時期に提案する予定で
ある。
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Ⅱ．医療逼迫に関する指標
１．新型コロナウイルス感染症医療の負荷
（１）病床使用率：50%未満。
（２）重症病床使用率：50%未満。
（３）入院率：改善傾向にあること。
（４）重症者数：継続して減少傾向にあること。

※今後は、入院者数や重症者数について、（１）及び（２）の代わりに、より実態に即した指標の在り方についても検
討していく必要がある。

（５）中等症者数：継続して減少傾向にあること。
※中等症者数の状況については、現在のところ、正確な情報が存在しないことから、各自治体のデータや国立感染症研究所
の推計値等を参考に、新型コロナウイルス感染症対策アドバイザリーボードにおいて検討していく予定である。

（６）自宅療養者数及び療養等調整中の数の合計値：大都市圏では60人/10万人程度に向かって確
実に減少していること。その他の地域でも特に療養等調整中の数が減少傾向又は適正な規模に保た
れていること。
※保健所の逼迫の指標。当該指標については各地域の療養者への対応の在り方についての考え方も踏まえて評価する
こと。

２．一般医療への負荷
（１）救急搬送困難事案：大都市圏では減少傾向。

※実務的・技術的に全国一律の把握や指標化が難しいとしても、今後、ICUの新型コロナウイルス感染症患者とそれ以
外の患者の利用状況など、医療システム全体を総合的に評価していくことが必要である。

緊急事態措置解除の考え方

Ⅲ．新規陽性者数
〇 新規陽性者数については、２週間ほど継続して安定的に下降傾向にあることが前提となる。

第８回新型コロナウイルス
感染症対策分科会

※大都市圏では、（６）自宅療養者数及び療養等調整中の数の合計値の60人/10万人程度は新規陽性者数の50人
/10万人程度に相当すると考えられる。


